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マクロ経済状況まとめ 
① 2020年 4 月の工業生産指数（IIP）は前年比 10.5％減少し（※2019年 4月の IIPは前年比 9.3％の増

加）、マイナスの成長率を記録した。新型コロナウィルスの流行により輸入原材料の供給源が影響を

受け、工業生産は縮小し、 4 月の製造部門の IIP は前年比 11.3％の減少。それに加えて、4月の電

力、ガス供給はマイナス成長を記録し、2019年 4 月の 12.4％の成長率と比べたら、大幅の 6.9％の減

少であった。ただし、給水および廃棄物処理部門は、4 月に 2％増加した。 

② 4 月の登録済み直接投資額 FDIは大きく増加した。なぜかというと、生産が少しずつベトナムへシフ

ト傾向もあり、登録 FDI 金額は約 9800 億円、前年同期比 32.2％増加した。実際支出した FDIは 1550

億円となり、昨年と比べ 9.6％減少した。 

③ 銀行間為替レートは安定している。 

④ 4 月の消費者物価指数（CPI）はガソリン価格の下落、新型コロナウィルスの拡大により、引き続き前

月比 1.55％の減少。セクター別でみると、一番 CPI減少率の大きいのが、輸送部門で前月比 13.86％

減少した。一方、2020 年 4月までの CPI平均は、昨年の平均 4 か月と比較して、4.9％増加した。

2020年 4 月まで累積の平均コア CPI は前年比 2.96％でした。これは 2 月のお正月の CPIが高い水準

でプラスしたためである。 

 
ベトナム中央銀行（SVB）は 5月 13日から金利引き下げ 

 
新型コロナウイルス・パンデミックによるマイナスの経済的影響を受け、不況となる可能性を防ぐために、

世界各国の政府と世界中の中央銀行は景気刺激策を実施した。ベトナム中央銀行（SVB）も主要な金利を引き

下げることを決定した。SBV は 5月 12日（火）は、一連の 2020年 5月 13日から適用される主要金利の引き

下げ（2020年には 2回目）が実施された。 

（データは SVB 発表より作成） 

 

新型コロナウィルスの発生で、レストラン・ホテル・旅行会社・スパの観光業界や運輸業（一時タクシー

は、利用禁止に近い時もあった）のサービス業に悪影響を及ぼしたため、SBV はマクロ経済の安定化、事業と

経済成長の支援、および負債負担の軽減に向けて上記政策を実施したと考えられる。消費削減という点での

需要ショックと、製造活動の低さという点での供給ショックの両方が起きたため消費者の心を支えるための

金利政策と見られる。新型コロナウィルスが国内収束しているとしても、第二波に恐れもまだある状況の中、

企業が生き残れるが優先課題である。 

そして、SBV は新型コロナウィルスの影響に対処するため銀行システムを強化し、銀行および銀行システ

ムの資金コストを削減することも狙いとなっている。そのほか、景気後退の可能性に長期的に対応するため

に、国家予算の負担を軽減し、今後の財政政策と公共支出のための資金を準備したいと見られる。 

 

グェン ベトハ 

変更前 １回目の利下げ ２回目の利下げ

R efinancing rate 政策金利（リファイナンス・レート） 6.00% 5.00% 4.50%

D iscount R ate 割引レート 4.00% 3.50% 3.00%

The O vernight Interest rate in the inter-

bank Electronic paym ent
銀行間電子ペイメント翌日金利 7.00% 6.00% 5.50%

O M O  offering interest rate O M O金利 4.00% 3.50% 3.00%

利息項目


